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伊丹市内部統制評価報告書 

 

伊丹市長 中田 慎也は、地方自治法第１５０条第４項の規定による評価を行

い、同項に規定する報告書を次のとおり作成しました。 

 

１ 内部統制の整備及び運用に関する事項 

伊丹市長 中田 慎也は、伊丹市の内部統制の整備及び運用に責任を有してお

り、伊丹市においては、「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイ

ドライン」（平成３１年３月総務省公表。以下「ガイドライン」という。）に基づ

き、「伊丹市内部統制基本方針」（令和６年４月１日）を策定し、当該方針に基づ

き財務に関する事務に係る内部統制体制の整備及び運用を行っております。 

なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となっ

て機能することで、その目的を合理的な範囲で達成しようとするものです。この

ため、内部統制の目的の達成を阻害する全てのリスクを防止し、又は、当該リス

クの顕在化を適時に発見することができない可能性があります。 

 

２ 評価手続 

伊丹市においては、令和６年４月１日から令和７年３月３１日までを評価対

象期間、令和７年３月３１日を評価基準日として、ガイドラインの「Ⅳ 内部統

制評価報告書の作成」に基づき、財務に関する事務に係る内部統制の評価を実施

いたしました。 

 

３ 評価結果 

上記評価手続のとおり、ガイドラインに規定する評価作業を実施した限り、内

部統制対象事務に係る内部統制は評価基準日において有効に整備及び評価対象

期間において有効に運用されていると判断いたしました。 

なお、今回の評価対象期間における内部統制対象事務以外の事務について、重

大な不備に相当する不備を把握したため、次期内部統制に反映することといた

します。 

詳細は、別添「伊丹市内部統制評価報告書 附属資料」のとおりです。 

 

４ 不備の是正に関する事項 

記載すべき事項はありません。 

 

 

令和７年６月 12 日 伊丹市長 中 田  慎 也  



 

 

 

 

 

 

 

令和６年度 

伊丹市内部統制評価報告書 附属資料 
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第１ 内部統制制度の実施について                       

１ 実施に至る経緯と趣旨 

本市では、内部統制制度の実施を定めた地方自治法第１５０条第２項（都道府

県・政令指定都市を除く地方公共団体の努力義務化）の施行に伴い、令和２年度

から、それまでの施策を継続発展させる形で試行的に内部統制制度を実施し、制

度にかかる研修の実施や全庁的に共通するリスクの共有、推進体制の整備等に

取り組んできた。 

これらの結果を踏まえて、令和６年度からは、いまだ努力義務ではあるものの、

同法に則る形での内部統制制度を実施することとした。実施に当たっては法の

趣旨を尊重しつつ、事務負担を過度に増大させないよう配慮し、効率的かつ効果

的な制度となるよう留意したところである。 

なお、実施に当たって、取組の方向性を示す基本方針を次のとおり策定した。 
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２ 評価対象 

対象となる組織は、市長部局の各所属のほか、教育委員会事務局、消防局、市

議会事務局、選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、農業委員会事務局、公平

委員会事務局及び固定資産評価審査委員会書記局とした（以下、これらの各所属

並びに行政委員会及び行政委員の事務局を「各所属」という。）。 

 

 

３ 内部統制体制 

内部統制の運用体制は、伊丹市内部統制実施要綱に基づき、市長を最高責任者

とし、本部、推進部局及び評価部局を組織している。 

 

審査の依頼

監査委員の審査意見を付した
内部統制評価報告書を提出

内部統制評価報告書の公表

　 審査の依頼

伊丹市における内部統制体制

内部統制最高責任者 市長

内部統制副最高責任者 副市長

＜本部会議の所掌＞

・基本方針に関すること。

・対象事務に関すること。

・内部統制の推進体制に関すること。

・その他内部統制の推進等に係る重要事項に関すること。

内部統制体制の整備等に関する事務を処理する役割

伊丹市内部統制本部

推進部局 評価部局

本部長市長（最高責任者）

副本部長副市長（副最高責任者）

委員 各部局長・公営企業管理者等

監査委員
内部統制評価

報告書の審査

市議会

市民

・内部統制の推進に係る具体的な方

策の策定及び推進に関すること。

・内部統制の推進に係る全庁への指

導・助言に関すること。

・内部統制の整備及び運用上の不備

の発生の把握に関すること。

・全庁へのリスク対応策の検討依頼

に関すること。

・内部統制の整備及び運用状況の検

証に関すること。

・基本方針、リスク一覧及びリスク

対応策等の見直しに関すること。

・その他内部統制の具体的な方策の

策定及び推進に関すること。

・内部統制の整備及び運用状況に

係る評価の実施に関すること。

・内部統制評価報告書の作成に関

すること。

・内部統制評価報告書の監査委員

への提出に関すること。

・内部統制評価報告書の議会への

提出に関すること。

・内部統制評価報告書の公表に関

すること。

・その他内部統制の評価の実施に

関すること。

伊丹市内部統制推進会議

幹事長：法務管理課長

内部統制統括責任者 総務部長

評価責任者：法務室長

評価副責任者：法務室主幹
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４ 実施の全体像 

(1) 地方公共団体における内部統制 

ガイドラインでは、内部統制一般について、「①業務の効率的かつ効果的な

遂行、②報告の信頼性の確保、③業務に関わる法令等の遵守、④資産の保全

の４つの目的が達成されないリスクを一定の水準以下に抑えることを確保す

るために、業務に組み込まれ、組織内の全ての者によって遂行されるプロセ

ス」であるとの定義を踏まえ、その上で、地方公共団体における内部統制を、

「住民の福祉の増進を図ることを基本とする組織目的が達成されるよう、行

政サービスの提供等の事務を執行する主体である長自らが、組織目的の達成

を阻害する事務上の要因をリスクとして識別及び評価し、対応策を講じるこ

とで、事務の適正な執行を確保すること」と定義している（ガイドライン４

ページ）。 

 

(2) 全庁的な内部統制と業務レベルの内部統制 

ガイドラインは、上記⑴の地方公共団体における内部統制を、「全庁的な内

部統制」と「業務レベルの内部統制」に区別し、それぞれを整備し、その結

果を評価すべきことを示している。 

全庁的な内部統制とは、①統制環境、②リスクの評価と対応、③統制活動、

④情報と伝達、⑤モニタリング（監視活動）、⑥ＩＣＴ（情報通信技術）への

対応という６つの基本的要素に関する全庁的な取組を指し、具体的には、事

務の適正を図るための規則等の制定、組織上の事務分掌の決定、全庁的な環

境の整備等がこれに該当する。 

これに対し、業務レベルの内部統制は、各所属が執行する個別業務におけ

るリスク対応策の整備を指すことから、その個別業務の内容に応じて不適切

な結果が生じることを防止するためのリスク対応策を整備することが求めら

れる。そこで、ガイドラインでは、業務レベルの内部統制の整備の手順とし

て、リスク評価シートを用いて、各所属における個別業務に潜在するリスク

を識別、評価し、その結果を踏まえてリスク対応策を整備することが示され

ている。 

 

(3) 本市における実施内容 

令和６年度における内部統制制度は、ガイドラインの定めるところに準拠

しつつ、本市の実情に合わせて実施したものである。 

ア ガイドラインには、「常に、内部統制の整備及び運用に要するコストと得

られる便益（リスクの減少度合い等）を踏まえた上で、重要性の大きいリ

スクに優先的に取り組むことで、過度な文書化・過度な統制を行うことを

避けるべきである。」（同１１ページ）、「それぞれの地方公共団体において、



4 

 

直面するリスクや政策課題、過去の不祥事、資源、状況変化等を踏まえ、

創意工夫により、適切に内部統制を整備及び運用し、必要に応じて見直し

を図ることが求められる。」（同１１ページ）、「各部局における作業負担を

過度に増やさないように留意する必要がある。」（同１８ページ）との記載

があり、地方公共団体の実情に即した対応を認めている。 

 その上で、本市の現状を見ると、平成３０年度から現在に至るまで「伊

丹市リスク発現事案の報告及び周知に関する指針」等（以下「リスク指針」

という。）に基づいて、事務執行の過程で組織目的の達成を阻害する要因が

発現した事案（以下「リスク発現事案」という。）を集積しており、その傾

向を一定程度把握してきた。 

イ そこで、法定の内部統制制度を導入する初年度である令和６年度は、全

庁的な運用コストを抑えながら、地方自治法に規定する内部統制制度の趣

旨を効果的に達成することを主眼とすることとし、これまでの経緯を踏ま

え、各所属に過度の業務負担が生じない形で、個別業務におけるリスク対

応策の整備を促す方針を採用した。 

ウ 全庁的な内部統制の評価については、ガイドラインがその別紙１におい

て基本的な考え方及び評価項目を示していることから、それに従い、上記

⑵の基本的６要素に関する２８の評価項目について、推進部局を構成する

所属が中心となって取組内容を整備した。 

 そして、その取組内容について、評価部局が第三者的な視点から他者評

価した。 

エ 業務レベルの内部統制の評価については、基本的に、リスク評価シート

を用いたリスクの識別、評価、リスク対応策の整備、見直しというガイド

ラインが示す手順に従った上で、評価項目を財務に関する事務１６項目に

限定する等、その具体的内容は試行実施の結果を踏まえつつ、本市の実情

に即したものとした。 

そして、各所属において、リスク対応策の整備、運用について自己評価を

し、評価部局において、第三者的な視点からこれを他者評価した。 

オ 本評価報告書は以上の過程を経て作成した。 

 

 

第２ 全庁的な内部統制について                      

１ 全庁的な内部統制の取組状況 

ガイドライン別紙１「地方公共団体の全庁的な内部統制の評価の基本的考え

方及び評価項目」を参照し、内部統制の基本的６要素ごとに設けた評価項目につ

いて、全庁的な内部統制に関する取組内容を以下のとおり評価した。 
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なお、取組内容の記載については、伊丹市内部統制実施要綱に基づき、内部統

制推進会議の各幹事等に、所管の関連する部分について確認を依頼した。

 

(1) 統制環境 

評価の基本的な 

考え方 
評価項目 取組内容 

① 長は、誠実

性と倫理観に

対する姿勢を

表明している

か。 

ア 長は、地方公共団体が事

務を適正に管理及び執行す

る上で、誠実性と倫理観が

重要であることを、自らの

指示、行動及び態度で示し

ているか。 

○「伊丹市一般職員服務分限条例」、「伊丹市職員

服務規則」及び「伊丹市職員適切な事務執行の

ための８カ条」において、常に問題意識を持っ

て、所管の事務を検証することを発信してい

る。 

〇職員の各階層における研修の一環として、市

長、副市長及び総務部長による講話を実施して

いる。こうした機会を捉えて、市の重要課題、

市政の方向性、各役職における役割や公務員と

しての倫理観について職員の意識を高める等、

職員に対して期待する人材像について浸透が

図られている。 

○毎年度当初に、新たに課長級に昇任した職員全

員と総務部長が面談を行い、管理職としての心

構えや、適切な労務管理・事務執行の重要性を

共有している。 

 

イ 長は、自らが組織に求め

る誠実性と倫理観を職員の

行動及び意思決定の指針と

なる具体的な行動基準等と

して定め、職員及び外部委

託先並びに住民等の理解を

促進しているか。 

○「伊丹市一般職員服務分限条例」、「伊丹市職員

服務規則」及び「伊丹市職員適切な事務執行の

ための８カ条」において、職員が事務執行にお

いて留意すべき行動指針を示している。 

〇「伊丹市人材育成基本方針」において、職員に

求められる意識・態度として服務規律の遵守、

職務の専念等を示し、公表することで、職員や

市民への理解を促進している。 

 

 ウ 長は、行動基準等の遵守 ○「伊丹市リスク発現事案の報告及び周知に関す 

 状況に係る評価プロセスを

定め、職員等が逸脱した場

合には、適時にそれを把握

し、適切に是正措置を講じ

ているか。 

る指針」、「伊丹市教育委員会事務局リスク発現

事案の報告及び周知に関する指針」及び「公金

に係る事務処理ミス等の取扱い指針」により、

事務執行上のリスクが発現した場合の報告と

周知についての手続を定めている。 

〇職員の人事評価において、服務規律の遵守、職

務専念等に関して人事評価が行われている。 

○「伊丹市職員の懲戒処分に関する指針」により、

職員の懲戒処分に関する基準を定め、「伊丹市

職員の懲戒処分等の公表に関する要綱」に基づ

き、職員の懲戒処分について公表している。 
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〇「伊丹市公益通報の処理に関する規則」により、 

  法令の遵守に関する通報等を適切に処理する

ための必要な事項を定め、透明で公正な市政運

営を確保している。 

 

② 長は、内部

統制の目的を

達成するに当

たり、組織構

造、報告経路

及び適切な権

限と責任を確

立 し て い る

か。 

ア 長は、内部統制の目的を

達成するために適切な組織

構造について検討を行って

いるか。 

〇「伊丹市内部統制基本方針」「伊丹市内部統制実

施要綱」において、内部統制の推進及び評価の

体制の整備、内部統制の推進・評価に取り組む

ための体制の整備について示し、内部統制の目

的の達成につなげている。 

○「伊丹市事務分掌条例」において、市長の権限

に属する事務を分掌させるために部及び室を

設置し、「伊丹市事務分掌規則」において、市長

に属する事務の行政目的を効率的に達成する

ための組織を設置している。 

 

イ 長は、内部統制の目的を

達成するため、職員、部署

及び各種の会議体等につい

て、それぞれの役割、責任

及び権限を明確に設定し、

適時に見直しを図っている

か。 

○「伊丹市事務分掌条例」において、市長の権限

に属する事務を分掌させるために部及び室を

設置し、「伊丹市事務分掌規則」において、市長

の権限に属する事務の行政目的を効率的に達

成するための組織を設置するとともに、当該組

織の委任事項及び専決事項を定めている。ま

た、上記条例及び規則は、その内容を適時に見

直して改正を重ねている。 

〇市長の権限に属する事務の委任及び補助執行

等について、必要な事項を定め、事務執行に対

する責任の所在の明確化が図られている。 

〇庁議、政策会議、部長会等を整備し、市政の重

要な施策の方針決定、周知・協力、事務事業の

総合調整、情報・意見を交換する場が設けられ

ている。 

 

③ 長は、内部 ア 長は、内部統制の目的を ○「伊丹市人材育成基本方針」において、職員の 

統制の目的を

達成するに当

たり、適切な

人事管理及び

教育研修を行

っているか。 

達成するために、必要な能

力を有する人材を確保及び

配置し、適切な指導や研修

等により能力を引き出すこ

とを支援しているか。 

人材育成の理念や具体的方策を体系的に取り

まとめ、時代や社会環境に応じて求められる職

員像や職位に求められる役割と能力を示すと

ともに、職員の能力開発を支援すること、職場

環境を整備すること、人事制度を整備すること

を定めて、職員のキャリア形成を支援してい

る。 

○毎年度、コンプライアンス研修をはじめとする

研修の計画を策定して研修を実施している。 

○試験・選考により適正に能力が実証され、任用

候補者名簿に登載された候補者から採用を行

っている。 
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  ○適正な行政運営の確保、人材育成に視点を置い 

 た人事異動を行っている。 

○職場の安定した執行体制の確保、適正かつ効率

的な業務執行を実現するための異動を行って

いる。 

〇管理職については、勤務成績が良好である者を

選考により昇任させている。主査級への昇任に

ついては、成績主義による能力実証を理念とし

て、競争試験による選考を行うとともに、必要

在級年数等の要件を満たす者を対象とした選

考を別途行っている。 

 

イ 長は、職員等の内部統制

に対する責任の履行につい

て、人事評価等により動機

付けを図るとともに、逸脱

行為に対する適時かつ適切

な対応を行っているか。 

○「伊丹市人材育成基本方針」において、職員の

人材育成の理念や具体的方策を体系的に取り

まとめ、時代や社会環境に応じて求められる職

員像や職位に求められる役割と能力を示して

いる。 

○任命権者ごとの人事評価実施要綱において、地

方公務員法が定める標準職務遂行能力の類型

を示す評価項目を設定することにより、当該職

員の発揮した能力や、当該職員があらかじめ設

定した業務目標の達成度を、それぞれ客観的に

評価することとしている。 

○「伊丹市職員の懲戒処分に関する指針」により、

職員の懲戒処分に関する基準を定め、「伊丹市

職員の懲戒処分等の公表に関する要綱」に基づ

き、職員の懲戒処分について公表している。 

 

 

(2) リスクの評価と対応 

評価の基本的な 

考え方 
評価項目 取組内容 

④ 組織は、内

部統制の目的

に係るリスク

評価と対応が

できるように

十分な明確さ

を備えた目標

を明示し、リ

スク評価と対

応のプロセス

を明確にして

いるか。 

ア 組織は、個々の業務に係

るリスクを識別し、評価と

対応を行うため、業務の目

的及び業務に配分すること

のできる人員等の資源につ

いて検討を行い、明確に示

しているか。 

○「伊丹市事務分掌条例」において、市長の権限

に属する事務を分掌させるために部及び室を

設置し、「伊丹市事務分掌規則」において、市長

に属する事務の行政目的を効率的に達成する

ための組織を設置している。 

〇「伊丹市職員定数条例」において、執行機関等

の事務部局の職員について、条例で適正な定数

を定めている。 
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イ 組織は、リスクの評価と ○内部統制制度において、リスクの評価と対応の 

対応のプロセスを明示する

とともに、それに従ってリ

スクの評価と対応が行われ

ることを確保しているか。 

プロセスをリスク評価シートに明示し、各所属

において、リスク評価シートに従ってリスクの

評価と対応が行われるよう、報告を求めてい

る。 

⑤ 組織は、内

部統制の目的

に係るリスク

について、そ

れらを識別し

分類し、分析

し、評価する

とともに、評

価結果に基づ

いて、必要に

応じた対応を

と っ て い る

か。 

ア 組織は、各部署において、

当該部署における内部統制

に係るリスクの識別を網羅

的に行っているか。 

○「リスク評価シート」により、各所属において

過去に発生したリスク発現事案、重大事案に繋

がる職員の不祥事のうち、全庁的に問題となり

得るリスクについて、重点的かつ効率的に識別

することとしている。 

イ 組織は、識別されたリス

クについて、以下のプロセ

スを実施しているか。 

(ｱ)リスクが過去に経験した

ものであるか否か、全庁的

なものであるか否かを分類

する。 

(ｲ)リスクを質的及び量的（発

生可能性と影響度）によっ

て分析する。 

(ｳ)リスクに対していかなる

対応策をとるかの評価を行

う。 

(ｴ)リスクの対応策を具体的

に特定し、内部統制を整備

する。 

○「リスク評価シート作成の手順書」により、以

下のとおり実施している。 

(ｱ)各所属において、監査委員による指摘を受け

た事案、過去に発生したリスク発現事案である

か否かを確認し、分類している。 

(ｲ)リスクの質的な影響度及び発生可能性から優

先度の分析を行っている。 

(ｳ)リスク対応策の例を参考に、各所属において

リスク対応策を整備し、識別したすべてのリス

クに対する対応策を評価している。 

(ｴ)各所属において、リスクの対応策を具体的に

特定し、内部統制を整備することとしている。 

ウ 組織は、リスク対応策の

特定に当たって、費用対効

果を勘案し、過剰な対応策

をとっていないかを検討す

るとともに、事後的に、そ

の対応策の適切性を検討し

ているか。 

〇「リスク評価シート作成の手順書」では、各所

属の業務におけるリスクの識別に当たり、リス

クの発生頻度及び影響度に応じてリスク対応

策の整備を行い、評価対象期間中のリスク対応

策を運用することとしており、その結果に基づ

き、リスク対応策の整備、運用の評価を行って

いる。 

⑥ 組織は、内 組織において、自らの地方 ○毎年、職員を対象としたコンプライアンス研修 

部統制の目的

に係るリスク

の評価と対応

のプロセスに

おいて、当該

組織に生じ得

る不正の可能

性について検

討 し て い る

か。 

公共団体において過去に生

じた不正及び他の団体等に

おいて問題となった不正等

が生じる可能性について検

討し、不正に対する適切な

防止策を策定するととも

に、不正を適時に発見し、

適切な事後的対応策をとる

ための体制の整備を図って

いるか。 

を実施している。 

○法令の遵守により、行政運営の適正を確保する

ことを目的として、「公益通報者保護法」及び

「伊丹市公益通報の処理に関する規則」に基づ

く内部通報制度を運用している。 

○「リスク評価シート」では、伊丹市で過去に発

生したリスク発現事案、重大事案に繋がる職員

の不祥事等のうちからリスクを選定して、リス

ク対応策を講じることとしている。 

○「伊丹市リスク発現事案の報告及び周知に関す

る指針」、「伊丹市教育委員会事務局リスク発現
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事案の報告及び周知に関する指針」及び「公金

に係る事務処理ミス等の取扱い指針」により、

不正事案を含むリスク発現事案が発生した場

合の報告と周知の手続を定め、再発防止策を検

討することとしている。 

   

 

(3) 統制活動 

評価の基本的な 

考え方 
評価項目 取組内容 

⑦ 組織は、リ

スクの評価及び

対応において決

定された対応策

について、各部

署における状況

に応じた具体的

な内部統制の実

施とその結果の

把握を行ってい

るか。 

ア 組織は、リスクの評価と

対応において決定された対応

策について、各部署において、

実際に指示どおりに実施され

ていることを把握している

か。 

 

○各所属は、「リスク評価シート」を作成すること

により識別したリスクについて、リスク対応策を

策定し、その整備、運用の結果に関する自己評価

を行い、その結果を評価部局に報告している。 

 

イ 組織は、各職員の業務遂

行能力及び各部署の資源等を

踏まえ、統制活動についてそ

の水準を含め適切に管理して

いるか。 

〇各所属は、「リスク評価シート」によりリスクの

識別と評価を行い、各所属の実情に応じて、当

該リスクに対するリスク対応の策定の要否を

判断し、その整備及び運用を実施している。 

〇管理職に対する内部統制の動画研修、内部統制

に関するアンケート調査を実施することで、各

所属における内部統制の理解を深めるととも

に状況を把握し、指導・助言することで、内部

統制の水準を含め適切に管理している。 

 

⑧ 組織は権 ア 組織は、内部統制の目的 ○「伊丹市事務分掌条例」において、市長の権限 

限と責任の明

確化、職務の

分離、適時か

つ 適 切 な 承

認、業務の結

果の検討等に

ついての方針

及び手続を明

示し適切に実

施 し て い る

か。 

に応じて、以下の事項を適

切に行っているか。 

(ｱ)権限と責任の明確化 

(ｲ)職務の分離 

(ｳ)適時かつ適切な承認 

(ｴ)業務の結果の検討 

に属する事務を分掌させるために部及び室を

設置し、「伊丹市事務分掌規則」において、市長

の権限に属する事務の行政目的を効率的に達

成するための組織を設置するとともに、当該組

織の委任事項及び専決事項を定めることによ

り、以下の事項を適切に行っている。 

(ｱ) 権限と責任の明確化 

(ｲ) 職務の分離 

(ｳ) 適時かつ適切な承認 

(ｴ) 業務の結果の検討 
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 イ 組織は内部統制に係るリ ○各所属は、「リスク評価シート」を作成すること 

スク対応策の実施結果につ

いて、担当者による報告を

求め、事後的な評価及び必

要に応じた是正措置を行っ

ているか。 

 

により識別したリスクについて、必要に応じて

リスク対応策を策定し、その整備、運用の結果

に関する自己評価を行い、その結果を評価部局

に報告している。 

 

(4) 情報と伝達 

評価の基本的な 

考え方 
評価項目 取組内容 

⑨ 組織は、内

部統制の目的

に係る信頼性

のある十分な

情報を作成し

ているか。 

ア 組織は、必要な情報につ

いて、信頼ある情報が作成

される体制を構築している

か。 

○「伊丹市文書取扱規則」により、文書の作成及

び収受等の処理手続並びに文書取扱事務の責

任者を定め、文書管理体制を整備するととも

に、文書管理システムを利用することにより、

文書の処理過程を明らかにする仕組みを採用

して、文書の信頼性を確保している。 

 

イ 組織は、必要な情報につ

いて、費用対効果を踏まえ

つつ、外部からの情報の活

用を図っているか。 

○市民の意識や行動を把握し、市政運営や政策立

案の基礎資料として活用することを目的とし

て、調査を実施している。 

○「伊丹市『市民の声』取扱要綱」を定めて、市

民からの提言、意見、要望、苦情、質問及び通

報を、市ウェブサイトへの投稿を含む様々な方

法により受け付け、関係所属において情報を共

有して活用する体制を整備している。 

 

ウ 組織は、住民の情報を含

む、個人情報等について、適

切に管理を行っているか。 

○「個人情報の保護に関する法律」に基づき「伊

丹市個人情報の保護に関する法律施行条例」を

制定し､「伊丹市個人情報管理指針」、「伊丹市情

報セキュリティポリシー」及び「特定個人情報

等の保護に関する基本方針」の運用により、個

人情報等を適切に管理している。 

○「伊丹市個人情報管理指針」に基づき、個人情

報保護に係る総括保護管理者・保護管理者・保

護担当者・監査責任者等を配置している。 
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⑩ 組織は、組

織内外の情報

について、そ

の入手、必要

とする部署へ

の伝達及び適

切な管理の方

針と手続を定

めて実施して

いるか。 

ア 組織は、作成された情報

及び外部から入手した情報

が、それらを必要とする部

署及び職員に適時かつ適切

に伝達されるような体制を

構築しているか。 

○庁内グループウェア上の掲示板機能である「ふ

れ i-Net」により、全庁的な情報共有システム

を整備している。 

○「伊丹市『市民の声』取扱要綱」、「伊丹市リス

ク発現事案の報告及び周知に関する指針」及び

「伊丹市教育委員会事務局リスク発現事案の

報告及び周知に関する指針」の運用により、情

報伝達体制を構築している。 

〇職員等からの内部通報に関しては、「伊丹市公

益通報の処理に関する規則」により対応にあた

る職員を定める等、組織的な対応を行うための

情報伝達体制を構築している。 

 

イ 組織は、組織内における

情報提供及び組織外からの

情報提供に対して、かかる

情報が適時かつ適切に利用

される体制を構築するとと

もに、当該情報提供をした

ことを理由として不利な取

扱いを受けないことを確保

するための体制を構築して

いるか。 

○「伊丹市『市民の声』取扱要綱」、「伊丹市リス

ク発現事案の報告及び周知に関する指針」、「伊

丹市教育委員会事務局リスク発現事案の報告

及び周知に関する指針」「公金に係る事務処理

ミス等の取扱い指針」の運用により、情報伝達

体制を構築している。 

〇職員等からの内部公益通報に関しては、「伊丹

市公益通報の処理に関する規則」に基づき、通

報者が通報等をしたことを理由として不利益

な取扱いを受けないよう保護する規定を整備

する等、適切な対応体制を構築している。 

〇「伊丹市情報セキュリティポリシー」の運用に

より、事故発生時に適時・適切な対応を図るこ

とができる情報伝達体制が構築されている。 

 

 

(5) モニタリング（監視活動） 

評価の基本的な 

考え方 
評価項目 取組内容 

⑪ 組織は、

内部統制の基

本的要素が存

在し、機能し

ていることを

確かめるため

に、日常的モ

ニタリング及

び独立的評価

を行っている

か。 

ア 組織は、内部統制の整備

及び運用に関して、組織の状

況に応じたバランスの考慮の

下で、日常的モニタリング及

び独立評価を実施するととも

に、それに基づく内部統制の

是正及び改善等を実施してい

るか。 

〇支出命令の審査業務や制度所管課による合議

等、事務執行の中で日常的なモニタリングを行

い、適切でない場合に是正する体制が設けられ

ている。 

〇各所属は、「リスク評価シート」により識別、

評価したリスクについて、各所属の実情に応じて

リスク対応策を整備、運用して、その自己評価を

行い、評価部局が、これについて独立評価してい

る。 
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イ モニタリング又は監査委

員等の指摘により発見され

た内部統制の不備につい

て、適時に是正及び改善の

責任を負う職員へ伝達さ

れ、その対応状況が把握さ

れ、モニタリング部署又は

監査委員等に結果が報告さ

れているか。 

〇各所属は、「リスク評価シート」により策定し

たリスク対応策について、整備又は運用に関す

る不備の有無を自己評価して、評価部局に報告

している。 

〇「伊丹市リスク発現事案の報告及び周知に関す

る指針」、「伊丹市教育委員会事務局リスク発現

事案の報告及び周知に関する指針」及び「公金

に係る事務処理ミス等の取扱い指針」により、

各所属において発生したリスク発現事案を報

告する体制を整備している。 

〇各所属において発生したリスク発現事案、監査

委員による監査等により指摘された事項等に

ついては、リスク評価シートに反映するよう通

知し、是正及び改善につなげられている。 

   

 

(6) ＩＣＴ（情報通信技術）への対応 

評価の基本的な 

考え方 
評価項目 取組内容 

⑫ 組織は、内

部統制の目的

に係るＩＣＴ

環境への対応

を検討してい

るか。また、

ＩＣＴを利用

している場合

には、ＩＣＴ

の利用の適切

性を検討する

とともに、Ｉ

ＣＴの統制を

行っている

か。 

ア 組織は、組織を取り巻く   

ＩＣＴ環境に関して、いか

なる対応を図るかについて

の方針及び手続を定めてい

るか。 

○「伊丹市情報セキュリティポリシー」において、

情報セキュリティ対策の基本方針を示し、情報

セキュリティ対策基準及び情報セキュリティ

実施手順を策定している。 

○「伊丹市ＤＸ推進指針」により、国の動きや社

会情勢の変化に対応しつつ、ＩＣＴ技術を活用

した質の高い市民サービスの提供と効率的な

行政運営に向けた取り組みの指針を示してい

る。 

 

イ 内部統制の目的のため

に、当該組織における必要

かつ十分なＩＣＴの程度を

検討した上で、適切な利用

を図っているか。 

 

○共通的な事務について、文書管理システム、財

務会計システム、人事評価システム、庶務事務

システム等を利用し、ＩＣＴを活用した内部統

制の有効性の向上、効率化が図られている。 

 

ウ 組織は、ＩＣＴの全般統

制として、システムの保守

及び運用の管理、システム

へのアクセス管理並びにシ

ステムに関する外部事業者

との契約管理を行っている

か。 

○「伊丹市情報セキュリティポリシー」において、

情報システム責任者及び管理者等の情報シス

テムの管理体制及びアクセス制御について定

めている。 

○外部委託事業者の選定基準と契約項目を定め

て、委託内容に応じた情報セキュリティ対策の

実施を確保している。 
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エ 組織は、ＩＣＴの業務処

理統制として、入力される

情報の網羅性や正確性を確

保する統制、エラーが生じ

た場合の修正等の統制、マ

スター・データの保持管理

等に関する体制を構築して

いるか。 

○「伊丹市情報セキュリティポリシー」において、

情報資産に関する情報セキュリティ対策を推

進・管理するための管理体制を構築し、データ

のバックアップの取得や情報システムに入力

されるデータの正確性を確保するための対策

を施すものと定めて、データの適正管理に関す

る対策を実施している。 

   

２ 評価結果 

全庁的な内部統制については、前記１の評価項目ごとの取組内容で記載した

とおりであり、各項目において内部統制の整備・運用に関する重大な不備は見受

けられなかった。 

以上より、評価基準日において、全庁的な内部統制は概ね有効であると判断し

た。 

 

第３ 業務レベルの内部統制について                     

１ 業務レベルの内部統制の取組状況 

(1) リスク評価シートの作成 

本市では、平成３０年度からリスク指針に基づいて、各所属においてリス

ク発現事案を確知したときには、その事案の内容、原因及び再発防止策を総

務部長に報告し、総務部長が同事案について庁内に周知することにより、リ

スクに関する情報を共有することとしている。 

このようなリスク発現事案の中には、当該事案が発生した所属のみならず、

同種の事務を所管する他の所属においても起こり得る事案があり、そのよう

な事案について全庁的に対応を検討することは、本市の事務執行の実情に応

じたリスク対応として効率的であると考えられる。 

そこで今回、地方自治法に則った内部統制制度の本格実施に当たり、同法

第１５０条第２項第１号の規定に基づき、財務に関する事務に対象を限定し

たところ、その中で、過去にリスク発現事案として報告され、他の所属でも

生じ得る事案を抽出して１６項目のリスク（以下、個別のリスクを「事務リ

スク」という。）に抽象化し、これをリスト化した。そして、「リスク評価シ

ート」で、そのリスト化した１６項目のリスクを内部統制制度で識別・評価

の対象とすることとした。 

このような観点で、内部統制制度の試行実施を開始した令和２年度から令

和５年度の４年間における１９０件のリスク発現事案から抽出したリスク内

容は、下表「全庁的リスク一覧」（以下「リスク一覧表」という。）のとおり

である。 
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なお、リスク評価シートの項目については、各所属の整備状況や新たなリ

スク発現の報告内容を踏まえ、適宜見直しを図る予定である。 

 

 

(2) 各所属におけるリスク対応策の計画等 

ア リスクの識別 

各所属は、リスク一覧表に掲げる１６項目のリスク（以下「指定リスク」

という。）ごとに、そのリスクが発生する可能性のある事務が存在するか否

かを確認することにより、リスクを識別する。 

なお、指定リスクを含む事務が複数ある場合には、事務の頻度（後記イの

「優先度の決定方法」と同じ）の高い順３つの事務について選定し、選定

した事務のうち、最も頻度の高い事務のリスクを識別する。 

 

イ リスクの評価 

各所属は、識別した事務について、その発生可能性を確認し、それをあら

かじめ設定したリスクごとの影響度と掛け合わせることにより、リスク対

応の優先度を５段階で評価する。 

 

≪参考：優先度の決定方法≫ 
① 発生可能性 

高：日常的に行う事務 
中：月に１回程度行う事務 
低：年に数回行う事務 

② 影響度   
大：当該事務で想定される最も大きい損失等の金額が１００万円を 

超える場合 
中：同金額が１０万円から１００万円の範囲内である場合 

全庁的リスク一覧

事務分類 No リスク内容 事務分類 No リスク内容

収入事務 1 請求金額の誤り 12 入札書類不備

2 請求先の誤り 13 公有財産に関する契約漏れ

3 重複請求 14 他団体の公金の横領

4 架空請求 15 職員による補助金等の不正受給

5 請求漏れ 16 施設利用料の不正取得

支出事務 6 支払遅滞

7 支払金額の誤り

8 支払先の誤り

9 架空支払

10 経費支出の誤り

11 経費の立替払い

公有財産管

理

職員による

不正
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小：同金額が１０万円未満である場合 
 

③ 優先度   
 

 

 

 

 

影響度が「大」の場合には、発生可能性の程度にかかわらず、優先度は 

「５」とした。 

 

ウ リスク対応策の計画 

各所属は、前記アで識別したリスクについてリスク対応策を計画する。 

 

(3) リスク対応策の整備、運用 

各所属は、評価期間中に、前記⑵ウで計画したリスク対応策を整備し、運

用する。なお、実際にリスク対応策を整備、運用する中で改善等を図るため

に、前記⑵ウで計画したリスク対応策を変更することも認めている。 

 

(4) 自己評価 

各所属は、評価基準日において、前記⑶のリスク対応策について整備状況

及び運用状況を自己評価し、それぞれに不備がないかを確認する。 

なお、ガイドラインに則って、不備の種類を「整備上の不備」と「運用上

の不備」に分類し、前者は結果として不適切な事項が生じていないものの、

不適切な事項を生じさせる蓋然性が高いもの、後者を結果として不適切な事

項を発生させたものと、それぞれ定義した。 

 

(5) 独立評価 

評価部局において、各所属の前記⑷の自己評価及び評価対象期間中のリス

ク指針に基づくリスク発現事案の報告を参照し、業務レベルの内部統制がど

の程度達成されているかを評価する。 

 

 

２ 評価結果 

各所属（組織数として９３所属）が、指定リスクについて識別した結果、「リ

スクあり」と識別した事務リスクの総数は７８０件であった。 

評価部局において、全７８０件の事務リスクの評価及びリスク対応策整備の

各状況をまとめると、下表（以下「集計表」という。）のとおりとなった。 

優先度 
発生可能性 

高 中 低 

影響度 

大 ５ ５ ５ 

中 ４ ３ ２ 

小 ３ ２ １ 
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(1) 評価部局によるリスク対応策の評価 

業務レベルのリスクとして評価部局では、各所属に対し、リスク評価シー

トによりリスク対応策の計画及びその整備、運用状況についての自己評価を

提出するよう求め、評価部局として個別のリスク対応策に対する評価を実施

した。 

整備上の不備の有無については、各所属が整備したリスク対応策が事務リ

スクの発生を防止する実効性を有するか否かを第三者的な視点で検討し、こ

れが認められる場合には、「整備上の不備なし」と評価した。 

また、運用上の不備の有無については、各所属の自己評価及び評価期間中

におけるリスク発現事案の有無、必要に応じた各所属からの聞き取りによる

事実確認に基づき検討した結果、整備段階で意図したように内部統制の効果

事務分類 No 事務分類 リスク類型

リスクを

識別した

所属数

開始前に

対応策を

整備し

ていた

所属数

開始前の

整備率

新たに

対応策を

整備した

所属数

終了時に

対応策を

整備し

ている

所属数

終了時の

整備率

整備上の

不備あり

運用上の

不備あり

収入事務 1 収入事務 請求金額の誤り 61 58 95% 3 61 100% 0 4

2 収入事務 請求先の誤り 56 54 96% 2 56 100% 0 0

3 収入事務 重複請求 47 47 100% 0 47 100% 0 1

4 収入事務 架空請求 25 25 100% 0 25 100% 0 0

5 収入事務 請求漏れ 47 45 96% 2 47 100% 0 0

支出事務 6 支出事務 支払遅滞 85 81 95% 4 85 100% 0 0

7 支出事務 支払金額の誤り 85 83 98% 2 85 100% 0 2

8 支出事務 支払先の誤り 79 77 97% 2 79 100% 0 1

9 支出事務 架空支払 43 42 98% 1 43 100% 0 0

10 支出事務 経費支出の誤り 70 69 99% 1 70 100% 0 1

11 支出事務 経費の立替払い 53 52 98% 1 53 100% 0 0

公有財産

管理
12

公有財産管

理
入札書類不備 40 38 95% 2 40 100% 0 0

13
公有財産管

理
公有財産に関する契約漏れ 30 29 97% 1 30 100% 0 0

職員によ

る不正
14

職員による

不正
他団体の公金等の横領 24 23 96% 1 24 100% 0 0

15
職員による

不正

職員による補助金等の不正

受給
22 19 86% 3 22 100% 0 0

16
職員による

不正
施設利用料の不正取得 13 13 100% 0 13 100% 0 0

780 755 - 25 780 - 0 9計
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が得られておらず、結果として不適切な事務処理を発生させたと認められる

ものについては「運用上の不備あり」と評価した。 

 

(2) 評価の概要 

ア 整備上の不備について 

 評価対象期間中に整備上の不備と認められるものはなかった。 

 

イ 運用上の不備について 

評価対象期間内に、結果として不適切な事項を発生させた運用上の  

不備を９件把握した。（集計表参照） 

把握した不備９件について、リスク発現事案の報告及び必要に応じ  

た聞き取りに基づき、その発生原因、対応状況、対応の結果、影響につい

て、ガイドラインに従い確認作業を行ったが、結果として大きな経済的・

社会的不利益を生じさせる重大な不備には至らなかったものと判断した。 

 

ウ 特記事項 

令和６年度の運用として、前記１⑵のとおり、各所属で指定リスクごと

にリスクを含む事務の識別・評価を行い、リスク対応策を計画したもので

ある。 

しかし、評価期間中において、各所属で事務識別を行った時点では識別

できなかった事務において、重大なリスクが発生し、特に影響が大きかっ

た事案が２件生じている。 

これら２件については、内部統制対象事務以外の事務であることから 

評価の対象外であるが、結果が重大であること、令和７年度に対象事務と

してリスク対応策を講じる必要性が高いことに鑑みて、敢えて特記するも

のである。 

① 障害児相談支援費の算定誤り（こども発達支援センター） 

事案 伊丹市立こども発達支援センターでは、児童発達支援や放課後等デ
イサービスなどの障害児通所支援を受けるために必要な障害児支援利
用計画・サービス等利用計画を作成し、障害児相談支援費（計画相談
支援費）の支給を受けていた。 

障害児支援利用計画等を作成する場合には、「障害児（利用者）の居
宅への訪問」などを行うことが必須であるところ、当該要件を欠いて
いたにもかかわらず障害児相談支援費（計画相談支援費）の支給を受
けていたことから、要件を欠いて支給を受けた分について返還等が必

要となったものである。 
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 なお、返還金額については、時効により返還が免れた金額を除いて、
71,530,079 円(令和元年９月から令和６年８月請求分。ただし、要件
が緩和されていた令和２年３月から令和５年４月を除く。)である。 
本件については、令和６年８月に発覚し、事案調査を行ったところ、

令和元年９月時点では要件を欠いて支給を受けていたものである。 

原因 算定要件の解釈誤りにより、障害児（利用者）の居宅への訪問をし
ない場合であっても障害児相談支援費（計画相談支援費）の申請を行
っていたと考えられる。 
具体的には、居宅への訪問をしない場合においても、個々の利用者

の事情に合わせて窓口で話を聞く等の代替措置をとっており、例年通
りに代替措置をとっている以上算定要件を満たしていると認識をして

いたものである。 
さらに、例年通りの報酬算定であったことから要件について改めて

確認をすることをしなかったことが原因である。 

再発 

防止策 
従前は、今回誤りのあった障害児相談支援費（計画相談支援費）の

報酬算定をする際に、必要な事項についてチェックリストが存在しな

かった。現在は報酬算定に必要な４要件についてチェックリストを作

成し、チェックした上で申請をするように変更をした。 

また、法令や通知通達、制度の理解不足が問題であり、研修等によ

り理解を深める機会を設ける。 

 

  ② 補助金の支払遅滞（支援管理課） 

事案 生活困窮者自立相談支援事業に係る補助金を関係機関に交付する
事務において、補助金の第一回目の 6,594,000 円の交付に関して、令
和６年４月１９日に交付すべきところ、当日に交付手続きの処理の失
念に気づき、交付が遅延した（同月２５日に交付）。 

原因 自立相談課の職員から交付決定の決裁を受け取り次第、速やかに支
援管理課で会計処理を行うべきところ、交付決定の決裁を受け取った
職員が担当者への引き継ぎを失念したことが原因である。 

また、当該補助金が毎月の支払ではなく四半期ごとの支払であった
ことも、失念を助長していたものである。 

再発 

防止策 

支払期日については、グループウェア Garoon 内のスケジュールに

支払期日について入力することにより、支払期日の失念を防ぎ、執行
管理を行っている。 

また、福祉事務所内で関係機関への各種補助金等を取りまとめてい

る地域・高年福祉課においても、各支払日を掲示板で随時共有するこ

ととなった。 
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(3) 総括 

以上のとおり、「整備上の不備」と認められるものはなく、また判明した「運

用上の不備」は、いずれも重大な不備とは認められず、そのほかに不備は見

当たらなかった。 

 

第４ 内部統制の総合評価について                     

全庁的な内部統制に不備はなく、業務レベルの内部統制における不備につい

て事案ごとに検討した結果、重大な不備に当たると認められるものはなかった。 

よって、本市の財務に関する事務に係る内部統制は、評価基準日において有効

に整備され、及び評価対象期間において有効に運用されていると判断する。 

 なお、前記２⑵ウの特記事項については、前述のとおり今回の評価には含めな

いが、そのリスクの重大性を推進部局と共有し、令和７年度の内部統制における

リスクの識別・評価に確実に反映させることとする。 
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【関係資料】伊丹市内部統制実施要綱 

 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，事務の適正な管理及び執行を確保するために，内部統制の実施

に関する基本的な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるとこ

ろによる。 

⑴ 基本方針 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１５０条第２項に基づき，

伊丹市長が定める伊丹市内部統制基本方針をいう。 

⑵ 対象事務 基本方針に定める内部統制の対象となる事務をいう。 

⑶ リスク 対象事務の適正な管理及び執行を阻害する要因をいう。 

⑷ リスク対応策 リスクの発生を防止し，又は低減するための対応策をいう。 

⑸ 内部統制 リスクを識別及び評価し，これに対するリスク対応策を講じること 

で，事務の適正な執行を確保することをいう。 

⑹ 内部統制体制の整備 基本方針に基づき，全庁において，内部統制の推進・評 

価のほか，その運用に取り組む体制を整えることをいう。 

⑺ 内部統制体制の運用 リスク対応策が，事務上のミスの防止や問題の早期発見 

に繋がるなど，その効果を発揮させることをいう。 

⑻ 内部統制体制の評価 内部統制体制の整備及び運用の状況について把握し，こ 

れらの不備の有無及び程度を確認することをいう。 

 

（内部統制最高責任者等） 

第３条 内部統制の着実な実施を図るため，内部統制最高責任者（以下「最高責任者」

という。）及び内部統制副最高責任者（以下「副最高責任者」という。）を置く。 

２ 最高責任者は市長をもって充て，副最高責任者は副市長をもって充てる。 

３ 最高責任者に事故等があったときは，副最高責任者がその職務を代理する。 

 

（内部統制総括責任者） 

第４条 最高責任者及び副最高責任者の命を受け，内部統制体制の整備等に関する事

務を処理させるため，内部統制総括責任者（以下「総括責任者」という。）を置く。 

２ 総括責任者は，総務部長をもって充てる。 

 

（部局内部統制推進責任者） 

第５条 部局内におけるリスク対応策の整備及び運用を総括し，内部統制の着実な実

施を図るため，部局内部統制推進責任者（以下「各部局責任者」という。）を置く。 

２ 各部局責任者は，部局の長（これに準ずるものを含む。）をもって充てる。 

 

（内部統制推進者） 

第６条 課内の対象事務に関するリスクを把握し，必要なリスク対応策の整備を行う

とともに，リスク対応策の実施状況を日常的に把握し，それらの不備に対する是正

を図らせるため，課に内部統制推進者を置く。 

２ 内部統制推進者は，課長（これに準ずるものを含む。）をもって充てる。 
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（職員の責務） 

第７条 職員は，対象事務を執行する中で日常的に起こり得るリスクを把握し，必要

なリスク対応策を検討することに努めるとともに，整備されたリスク対応策を遵守

するものとする。 

 

（内部統制本部） 

第８条 次に掲げる所掌を行うため，内部統制本部（以下「本部」という。）を設置す

る。 

⑴ 基本方針に関すること。 

⑵ 対象事務に関すること。 

⑶ 内部統制の推進体制に関すること。 

⑷ その他内部統制の推進等に係る重要事項に関すること。 

２ 本部は，本部長，副本部長及び委員をもって組織する。 

３ 本部長は，最高責任者をもって充て，必要に応じて本部会議を招集する。 

４ 副本部長は副最高責任者を，委員は別表１に定める者をもって充てる。 

５ 本部長は，必要がある場合，委員以外の者を招集することができる。 

６ 本部に内部統制推進部局（以下「推進部局」という。）及び内部統制評価部局（以

下「評価部局」という。）を置く。 

７ 本部の庶務は，総務部法務室法務管理課において行う。 

 

（内部統制推進会議） 

第９条 推進部局として，内部統制推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。 

２ 推進会議は，幹事長及び幹事をもって組織する。 

３ 幹事長は，総務部法務室法務管理課長をもって充て，必要に応じて推進会議を招

集する。 

４ 幹事は，別表２に定める者をもって充てる。 

５ 幹事長は，必要がある場合，幹事以外の者を招集することができる。 

６ 推進会議には，特定の事項を調査検討するため，必要に応じワーキンググループ

を置くことができる。 

 

（内部統制推進部局） 

第１０条 推進部局は、総括責任者を補助し，内部統制の整備及び運用を全庁におい

て推進するため，次に掲げる役割を担う。 

⑴ 内部統制の推進に係る具体的な方策の策定及び推進に関すること。 

⑵ 内部統制の推進に係る全庁への指導・助言に関すること。 

⑶ 内部統制の整備及び運用上の不備の発生の把握に関すること。 

⑷ 全庁へのリスク対応策の検討依頼に関すること。 

⑸ 内部統制の整備及び運用状況の検証に関すること。 

⑹ 基本方針，リスク一覧及びリスク対応策等の見直しに関すること。 

⑺ その他内部統制の具体的な方策の策定及び推進に関すること。 

 

（内部統制評価部局） 

第１１条 評価部局は、総括責任者を補助し，内部統制の整備及び運用状況について

評価を行うため，次に掲げる役割を担う。 

⑴ 内部統制の整備及び運用状況に係る評価の実施に関すること。 
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⑵ 内部統制評価報告書の作成に関すること。 

⑶ 内部統制評価報告書の監査委員への提出に関すること。 

⑷ 内部統制評価報告書の議会への提出に関すること。 

⑸ 内部統制評価報告書の公表に関すること。 

⑹ その他内部統制の評価の実施に関すること。 

２ 評価部局は，総務部法務室長及び総務部法務室主幹をもって充てる。 

 

（監査委員との連携） 

第１２条 最高責任者，副最高責任者，総括責任者，推進部局及び評価部局は，監査

委員の視点をより効果的な内部統制体制の整備等に繋げるため，必要に応じて監査

委員との連携を図るものとする。 

 

（委任） 

第１３条 この要綱の実施に関し必要な事項は，総務部長が定める。 

 

付 則（令和６年４月制定） 

この要綱は，令和６年４月５日から施行する。 

 

付 則（令和６年４月制定） 

この要綱は，令和６年４月２６日から施行する。 

 

付 則（令和７年５月制定） 

この要綱は，令和７年５月１９日から施行し，この要綱による改正後の伊丹市内部 

統制実施要綱の規定は，同年４月１日から適用する。 

 

別表１ 

理事 

市長付参事（危機管理担当） 

総合政策部長 

総務部長 

財政基盤部長 

市民自治部長 

健康福祉部長 

都市活力部長 

都市交通部長 

会計管理者 

地域医療体制整備推進班長 

教育長 

病院事業管理者 

上下水道事業管理者 

自動車運送事業管理者 

モーターボート競走事業管理者 

消防局長 

教育委員会事務局教育総務部長 

教育委員会事務局学校教育部長 
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教育委員会事務局こども未来部長 

教育委員会事務局生涯学習部長 

市立伊丹病院事務局長 

 

別表２ 

総合政策部政策室主幹 

総合政策部デジタル戦略室主幹 

総務部総務室総務課長 

総務部総務室管財課長 

総務部総務室契約・検査課長 

総務部法務室法制課長 

総務部人材育成室人事課長 

財政基盤部財政企画室経営企画課長 

会計室主幹 

市議会事務局総務課長 

教育委員会事務局教育総務部教育政策課長 

消防局管理室消防総務課長 

上下水道局経営企画室経営企画課長 

交通局総務課長 

市立伊丹病院事務局総務課長 

ボートレース事業局総務課長 


